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１．はじめに 

 

通勤交通行動の特性を視覚的に、計量的に分析す

る手法としてプリファレンス曲線が提案されている。

この曲線を基に通勤交通行動の相違を分析するため

には、計量的に算定できる指標あるいは曲線回帰に

よるパラメータの推定が必要である。著者等は既に、

札幌市及び北海道における地方都市（旭川市、函館

市、釧路市）の通勤交通を対象としたとき、２次曲

線による曲線回帰が相関係数及び適合度指標におい

ても従来の対数曲線より優れていることを実証的に

把握してきた。 
図－1 プリファレンス曲線の例 

表－1 各ゾーンの回帰係数、定数及び相関係数 

本研究においては、これらの成果を踏まえてプリ

ファレンス曲線からみた通勤交通行動における一般

的な特性について考察を行った。また、回帰曲線の

係数及び定数の値を通して、通勤交通行動の変化と

平均トリップ長との関係についても考察を試みた。 

a b c 相関係数
95札幌03 -1.0721 1.9140 0.1160 0.9835
82旭川06 -0.4219 1.1460 0.2722 0.9961
99函館04 -0.6160 1.2608 0.3392 0.9733
99釧路09 -0.7838 1.5213 0.2345 0.9778

 
 そして、この曲線を通して就業者が居住地からある確率

に従って従業地を選好して通勤するという行動を把握

することが可能となる。  

２．プリファレンス曲線について 

 

図における横軸（Ｘ軸）は、対象とするゾーンｉと他の

ゾーンｊ間の交通抵抗（ここでは最短距離を用いる）によ

ってゾーンｊを小大順に並びかえるとともに、並びかえら

れたゾーンｊまでの総トリップ数に対する集中トリップ数の

累積比率を表す。一方、縦軸（Ｙ軸）は当該ゾーンを発

生する総トリップ数に対するゾーンｊまでの累積比率を表

す。この曲線は、内々トリップ比率も含め近距離ゾーン

へのトリップ比率が多いとき、曲線はＹ軸に近づき(左へ

シフト）、遠距離ゾーンへのトリップ比率が多くなると右に

シフトする特徴を持っている。また、同じグラフ上に異な

るゾーンの曲線を描くことも可能であることから、各ゾー

ンの通勤交通行動の相違を視覚的に把握することもで

きる。そして、この曲線を通して計量的分析を行うために

は曲線回帰によるパラメータ推定等が必要である。 

 プリファレンス曲線は、図－１に示されているよ

うに従業地の分布状況を表す集中トリップの累積比

率と、居住地における就業者の発生状況を表す発生

トリップの累積比率の関係を示したものである。こ

の曲線は、「ある出発地からある到着地までのト

リップ数（比率）は、到着地点の機会数に比例し、

その途中に介在する機会数に反比例する」というス

トウファーの介在機会モデルの概念を基礎としている。 
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３．分析対象都市について 表－2 各都市の総トリップ数及び指標値 

  
都市 年次

総トリップ
数
発生分布
指標
集中分布
指標
集中・発生
分布指標

平均トリッ
プ長（ｋｍ）

1972 335218 0.6684 0.8056 1.2054 4.850
1983 498434 0.6490 0.7535 1.1610 5.616
1994 606116 0.6598 0.7287 1.1043 5.966

旭川 1982 126691 0.7267 0.7471 1.0281 3.592
1986 115602 0.7160 0.7745 1.0818 3.909
1999 116274 0.7042 0.7373 1.0470 4.290
1987 81088 0.7155 0.7051 0.9855 3.532
1999 93417 0.7332 0.6667 0.9093 4.054釧路

札幌

函館

本研究においては、北海道における地方中核都

市の札幌市を始め、地方中心都市の旭川都市圏、函

館都市圏及び釧路都市圏の４都市を対象に分析を行

う。分析対象都市おいて実施されたパーソントリッ

プ調査の年次及び分析対象とする通勤交通の全交通

手段に対する内々交通を含む総トリップ数、調査年

次の平均トリップ長は表―２に示されている。また、

各都市のゾーン区分は、札幌 53 ゾーン、旭川 52 ゾ

ーン、函館 55 ゾーン及び釧路 48 ゾーンである。 
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各都市における CBD ゾーンの位置及び規模は異な

っており、４都市のうちで最も集中トリップ数の大

きいのが札幌市のゾーン１の 28.5％（1972 年）で

ある。札幌市の場合、次に集中トリップ数が大きい

ゾーンは 6.08％である。一方、地方都市において

は、旭川市の場合 10.23％及び 8.46％、函館市

9.12％及び 9.11％、釧路市 11.63％及び 5.36％の

ように、値に多少の大小はあるが、集中トリップ数

の比率が大きい 2つのゾーンを持っている。 

図－２ 発生分布指標に対する累積頻度分布曲線 
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 居住地及び従業地の規模及び分布状況の面から都

市構造を視覚的に、計量的に把握する指標として発

生分布指標及び集中分布指標がある。これらの指標

は、図－２及び３に示すように累積頻度分布曲線を

通して容易に図示できる。また、指標値はそれぞれ

の累積頻度分布曲線で囲まれた面積値として算定す

ることができ、結果は表－２に取りまとめられてい

る。表－２には、それぞれの指標値の比としての集

中・発生分布指標についても示している。 

図－３ 集中分布指標値に対する累積頻度分布曲線  発生分布指標で見たとき、順位の累積比率0.2に

対する交通量の累積比率が都市によって多少異なっ

ているが、全体的な居住地の規模及び分布パターン

は同じ状況のようである。一方、集中分布指標で見

たとき、前述のCBDの規模及び位置が示すように、

従業地が一極集中型の札幌市と分散型である地方都

市とは異なっていることが窺える。この事は、集

中・発生分布指標の値からも各都市の相違を理解す

ることができる。 
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４．累積比率による特性分析について 

 図－４ 集中トリップの累積比率と発生トリップの累積比率 

プリファレンス曲線は、前述のように従業地の分布 



表－3 発生トリップの累積比率の平均値及び標準偏差 状況を表す集中トリップの累積比率と各ゾーンの就

業者の発生状況を表す発生トリップの累積比率の関

係を示している。各ゾーンのプリファレンス曲線の

形状は、図－1の例にも見られるように当該ゾーン

の通勤交通行動によって異なってくる。図－４は、

４都市を対象(314ゾーン、札幌市3年次分)に集中ト

リップ数に対する累積比率0.2、0.4及び0.6に対す

る発生トリップ数の累積比率の値を図示したもので

ある。図中の■印は、それぞれの集中トリップの累

積比率に対する発生トリップの累積比率の平均値で

ある。また、表－３は各都市ごとに各累積比率に対

する発生トリップの累積比率の結果を取りまとめた

ものである。 

都市 年次 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
1972 0.4921 0.1105 0.6592 0.0700 0.8215 0.0421
1983 0.4933 0.0824 0.6727 0.0608 0.8284 0.0358
1994 0.4980 0.0826 0.6765 0.0593 0.8337 0.0394
1986 0.4951 0.1494 0.6665 0.1121 0.7983 0.0690
1999 0.4757 0.1403 0.6655 0.1087 0.7872 0.0818
1987 0.4797 0.1323 0.6774 0.0892 0.8247 0.0560
1999 0.4681 0.1313 0.6598 0.1074 0.8085 0.0791

旭川 1982 0.5258 0.1309 0.7011 0.1021 0.8271 0.0693
0.4870 0.1226 0.6736 0.0916 0.8180 0.0639全　　体

集中トリップ
の累積比率

札幌

函館

釧路
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これらの結果からも、都市によって多少の違い

はあるが、一般的に集中トリップの累積比率が0.2

から0.4、さらに0.6と値が大きくなるにしたがって

発生トリップの累積比率の取る値の範囲は小さくな

っていることが分かる。このことは、表－３に示す

標準偏差及び図－３に示す各累積比率に対する発生

トリップの累積比率の頻度分布の状況からも窺うこ

とができる。特に、集中トリップの累積比率0.6に

対する発生トリップの累積比率の値は、全体の平均

値0.8180が示すように多くのゾーンにおいて0.8の

値を超えている。 

図－５ 発生トリップの累積比率の頻度分布 
  

表－4 回帰係数及び定数と平均トリップ長 

都市 年次 a c 平均トリップ長

1972 -0.6295 0.2171 4.850
1983 -0.6819 0.1981 5.616
1994 -0.6986 0.2081 5.966

旭川 1982 -0.6072 0.2551 3.592
1986 -0.5048 0.2361 3.909
1999 -0.5484 0.2025 4.290
1987 -0.6438 0.2097 3.532
1999 -0.6319 0.1870 4.054

札幌

函館

釧路

すなわち、従業地を各ゾーンからの距離の小大

順に並びかえたとき、各ゾーンから距離の順に累積

した就業機会数の6割程度の範囲内において、当該

ゾーンから発生する就業者の8割以上が従業地とし

て選好していることが分かる。逆に、居住地から発

生する就業者の8割以上が、当該ゾーンから距離の

順に累積した就業機会数の6割程度の範囲内を従業

地としているということである。なお、各ゾーンの

累積機会数が6割に達する距離は、従業地の分布状

況によって異なってくる。すなわち、CBDの規模と

位置などの集中トリップ比率が大きな値を取るゾー

ンとの位置関係によって距離も異なってくると思わ

れる。 
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このような各都市のプリファレンス曲線の特性

から、従業地の分布状況と就業者の発生状況の関係

を把握することができる。特に、総トリップ数に対

する集中トリップの累積比率0.6と各ゾーンの発生

トリップの累積比率の関係は、持続可能な都市の形 

 

図－6 回帰係数と回帰定数の関係 

 

成及び環境負荷の減少等の面から職住分布構造を把

握するうえでも有用である。 
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５．曲線回帰係数及び定数による分析について 

 

 各都市における通勤交通行動としてのプリファレ

ンス曲線が２次曲線によって回帰曲線できることに

ついては、前述の図－１及び表－1に示す相関係数

等からも確認されている。すなわち各ゾーンの通勤

交通行動は、式(1)に示す２次曲線によって曲線回

帰されるプリファレンス曲線に対する回帰係数及び

定数によって把握することができる。 

iii cxbxaY ++= 2  (1)
図－５ 回帰係数と平均トリップ長の関係 

ai, bi, ci：ゾーンiの２次曲線に対する回帰係数及び定数 
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表－４は、各都市の各年次に対する回帰係数及

び定数の平均値を取りまとめたものである。回帰係

数aでみたとき、函館市が他の都市に比べて大きい

値（絶対値は小さい）を取っている。aの値が大き

い値を取る場合は、２次曲線がより直線的になり近

距離及び遠距離の多くのゾーンに対して同じ程度の

トリップ比率となってくる。したがって、函館市の

例に見られるように平均トリップ長も長くなってく

る。また、年次間の変化を見ると、釧路市が多少増

加しているが、札幌市及び函館市は減少している。

回帰定数cの値を見ると、旭川市が他の都市に比べ

て大きく、すなわち近距離ゾーンへのトリップ比率

が多いことが窺える。また、年次間の変化を見ると、

各都市とも減少傾向を示している。 

図－６ 回帰定数と平均トリップ長の関係 

 

表－５ 重回帰分析の結果 

Δa Δc
1972-1983 1.1825 -6.6346 0.1445 0.8680
1983-1994 1.1524 -4.3763 0.0911 0.7990

函館 1986-1999 0.7864 -6.2368 -0.0763 0.8165
釧路 1987-1999 2.5961 -9.7637 0.0808 0.8199

札幌

説明変数
切片 重相関係数都市 年次間

図－５、図－６は回帰係数及び定数と平均トリ

ップ長の関係を示したものである。回帰係数の変化

を見ると、全体的に値の減少に伴って、いわゆる２

次曲線の直線化に伴って平均トリップ長も増加して

いる傾向が窺える。また、回帰定数の減少に伴って

平均トリップ長が増加していることも図－６から分

かる。これら回帰係数と定数の変化が平均トリップ

長に及ぼす影響を把握するために、重回帰分析を行

った結果が表－５である。表－５の結果から、回帰

係数aの変化に比べて定数ｃの変化、すなわち内々

トリップ比率も含めた近距離ゾーンに対するトリッ

プ比率の変化が平均トリップ長に大きく影響を及ぼ

していることを理解することができる。 

 

礎に通勤交通行動の特性について分析を行った。そ

の結果、各都市のプリファレンス曲線の特性から、

従業地の分布状況と就業者の発生状況の関係を把握

することができた。また、回帰係数と定数の特性と

平均トリップ長及びそれぞれ値の変化と平均トリッ

プ長の変化等についても把握することができた。 
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 以上、本研究においてはプリファレンス曲線を基 


